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１． 目的/実施概要 

 革新の進むデジタル技術の活用は、地域の社会課題解決に有効な手段であるが、その担い手となるデ

ジタル人材については、全国的に不足しているとされ、その解消に、政府のデジタル田園都市国家構想

では 2026年度末までに 230万人を育成することを掲げており、地域での育成・確保の取組の推進は必

要不可欠となっている。 

 こうした中、北海道内では、2023年 3月に、道内におけるデジタル人材の育成・確保に向け、産学官

による連携・協力の在り方を議論する「北海道デジタル人材育成推進協議会（事務局：経済産業省北海道

経済産業局）」が設立された。この「北海道デジタル人材育成推進協議会（以降：協議会）」は、全国を対

象とした「デジタル人材育成推進協議会」の地域版として他地域より先行して設立され、道内におけるデ

ジタル人材の育成・確保に向けた取組が進められている。 

 

 本調査事業では、協議会の初回会合にて提示された課題「育成ターゲット人材の整理」「高等教育機関

への実務家教員派遣の仕組みの構築」「道内企業への就職促進」等を踏まえつつ、道内におけるデジタル

人材の育成・確保の取組を着実に推進させるべく、「道内デジタルの人材育成・確保方策（素案）」を作成

することを目的に、道内企業におけるデジタル人材のニーズ等に係る調査を実施した。 

 

 本調査事業において作成する「道内デジタル人材の育成・確保方策（素案）」は、道内企業、協議会に

参画する道内高等教育機関へのヒアリング調査等を通じ、「道内企業におけるデジタル人材ニーズ」と「道

内高等教育機関における育成デジタル人材イメージ」の比較からその適合度合い等を検討するとともに、

協議会におけるワーキンググループ会議における議論などから得られた情報等を整理すること等を通じ

てまとめたものである。 
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２．背景 

【概要】「北海道デジタル人材育成推進協議会」の取組 

 協議会は、道内におけるデジタル人材の育成・確保に向けた、政府・地方公共団体・産業界及び道内高

等教育機関による連携・在り方を議論することを目的に、経済産業省北海道経済産業局が 2023年 3月に

設立し、同年 3月 14日に第 1回本会議を開催。 

 協議会は、全国版として 2022年 9月に設立された「デジタル人材育成推進協議会」の地域ブロック版

として全国初の設立であり、3 月 14 日に開催された第 1 回本会議における議論を経て、以下、5 つの論

点に整理された。 

 

 論点１ 協議会におけるデジタル人材のターゲティングとカリキュラムの検討 

 論点２ 大学等への実務家教員派遣の仕組みの構築 

 論点３ 道内企業への就職促進 

 論点４ 道内企業（社会人）のリカレント教育の推進 

 論点５ 参画機関提供プログラムの相互活用（ネットワーク強化） 

 

 

図表 協議会で出た 5つの論点とその対応に向けた方向性 

 

出所：北海道デジタル人材育成推進協議会 WG第 1回会議事務局資料 
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 その後、協議会内にてワーキンググループ（以下：WG）が 2023年度内に設置され、7月 28日に開催

したWG第 1回会議において、上記 5つの論点に対応する取組仮説に係る議論が行われ、その場での意見等

を踏まえて、協議会における 4つの主な取組として整理された。 

 

 取組１ デジタル人材のターゲティングとカリキュラムの検討 

 取組２ デジタル人材育成機能の強化 

 取組３ 道内企業への就職促進 

 取組４ 参画機関のネットワーク強化・提供プログラムの相互活用 

 

 

これらの具体的な実施にあたっては、本調査事業の実施過程で得られた情報等も踏まえながら検討がなされ、

12月 13日に開催されたWG第 2回会議において、様々な取組の提起がされた。 

また、上記「取組 2」「取組 3」の一部では、こうした情報も生かした事業が進められた。 

今後、協議会では、本調査事業において作成・提示する本報告書「道内デジタル人材の育成・確保方策（素

案）」も活用しつつ、上記論点（課題）への対応や上記の主な取組の具体化を図っていくこととしている。 
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G社 建設業 50～300名 DX認定を取得している 

H社 
電気・ガス・熱供

給・水道業 

2,000名以上 DX認定を取得している 

I社 
情報通信業 50～300名 VR 等先端 IT 技術を用いたビジネスを展開してい

る 

J社 
情報通信業 50～300名 AI 等先端 IT 技術を用いたビジネスを展開・積極的

な人材育成を行っている 

 

○ ヒアリング項目 

１）デジタル化・DX等への取組状況について 

２）デジタル関連を担当する社内体制や人材の充足状況について 

３）現在ご活躍されているデジタル部門担当者について 

４）今後の採用したい「デジタル人材」像やその採用方法について 

５）社内人材の「リスキリング」等スキルアップ等について 

６）高等教育機関への評価や要望について 

 

 

②道内高等教育機関における育成デジタル人材イメージの整理 

 道内の大学・高等専門学校等の高等教育機関において実施されている、デジタル人材に関する育成プ

ログラム「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム」にて認定されているカリキュラムを中心に、

各高等教育機関における、育成人材像を把握するため、協議会に参画する高等教育機関から 5 校へヒア

リング調査を実施した。 

ヒアリング調査の対象とした 5 校については、道内高等教育機関全体の傾向を把握するため、学部や

コースといった専門性や、学問領域の規模等を鑑み、その特徴を把握できることを目的に選出した。 

選出にあたっては、以下の点を留意している。 

 

 次の条件からバランスを取る 

① 総合大学、単科大学/理系、単科大学/文系、高等専門学校 

② 国立学校、公立学校、私立学校 

 情報系分野のカリキュラムが、既存で設定されている学校、および設定されていなかったであろう学校 

 「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」の認定をすでに受けている 

 

 

対象とした高等教育機関の概要及び選定理由等を下記表に示す。なお、ヒアリング先の選出は、北海道

経済産業局と協議の上、確定した。 

なお、本ヒアリング調査は、次の「（２）質問紙調査」によりヒアリング先高等教育機関から回答のあ

った内容も踏まえながら実施した。 
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⑵質問紙調査 

 協議会に参画する高等教育機関を対象に、各校におけるデジタル人材育成カリキュラムおよび、輩出

人材の道内就職状況等に関する実態を把握するため、参画する全 17 校（2023 年 10 月末時点）に対し

て、質問票による調査協力を依頼し、設定期日までに 13校からの回答を得た。 

 

○ 質問票概要 

1. デジタル人材育成に関する具体的なカリキュラム 

2. 数理・データサイエンス・AI教育プログラム等における PBL1の実施状況 

3. 実務家教員へのニーズ 

4. リカレント教育の提供状況 

5. 輩出デジタル人材の進路 

 

○ 実施方法 

 質問票一式を、各参画高等教育機関担当者へメールにて依頼し、設定期日（2023年 11月 17日）まで

に、回答の返信を受け付けた。 

 質問票は、Microsoft Word形式にて作成し、入力欄に各校側で直接入力したものを回答として回収し

た。質問票には別添として、現在実施している PBLについて確認する「既存 PBL」、新規での PBLの希

望について確認する「新規 PBL確認」、実務家派遣の希望状況を確認する「実務家教員派遣希望」の 3つ

のシートを別途添付している。 

 

※ 実際の質問票は本稿末尾巻末資料に掲載 

  

 
1 Project Based Learning 課題解決型学習などと訳させる勉強手法、プロジェクト学習。特定の課題

に対して、今まで得た知識を活用していくための能動的な学びが期待できる。 
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⑶資料文献調査、他 

 本調査事業から得られた情報や関連情報の収集・整理のため、各種文献等を確認し参考とした。参考と

した資料例は以下のとおりである。 

 

➢ ヒアリング対象先企業の公式Webサイト 

➢ ヒアリング対象先高等教育機関の関連Webサイト 

➢ 北海道 IT ポート 2023（一般社団法人北海道 IT推進協会） 

➢ 大学基準協会公式 note（公益財団法人大学基準協会） 

（https://note.juaa.or.jp/） 

➢ 数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（文部科学省） 

（https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/suuri_datascience_ai/00001.htm） 

➢ 数理・データサイエンス・AI教育強化拠点コンソーシアム（東京大学 数理・情報教育研究

センター） 

（http://www.mi.u-tokyo.ac.jp/consortium/） 

➢ デジタル実装の優良事例を支えるサービス/システムのカタログ（デジタル庁） 

（https://digiden-service-catalog.digital.go.jp/） 

➢ DX認定制度（独立行政法人情報処理推進機構/経済産業省） 

➢ DEOS HOKKAIDO Webサイト（㈱北海道ソフトウェア技術開発機構） 

（https://www.deos.co.jp/） 

➢ 試験情報（独立行政法人情報処理推進機構） 

➢ 札幌 AI道場（SAPPORO AI LAB） 

（https://www.s-ail.org/ai-dojo/） 

➢ DX ポート/デジタルスキル標準（経済産業省） 

（https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/skill_standard/main.html） 

等 

 

  

このほかに、「道内デジタル人材の育成・確保方策（素案）」の作成に資する情報収集及び、WG

運営支援のため、WG第 1回会議及び第 2回会議に事務局フォローとして同席し、会議の議事要旨

作成等の業務を実施した。 
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４．デジタル人材像の整理 

⑴本調査における「デジタル人材」像 

協議会にて扱うデジタル人材像については、WG 第 1 回会議において下記仮説が提示され、本調査に

おける対象人材像として設定することとした。 

この仮説を前提に、道内企業におけるデジタル人材ニーズ及び、道内高等教育機関から輩出されるデジ

タル人材について、その現状と適合性について確認を行った。 

 

図表 協議会におけるデジタル人材のターゲティング（仮説） 

 

出所：北海道デジタル人材育成推進協議会 WG第 1回会議事務局資料 

 

○ WG第 1回会議における意見 

 道内産業界・教育界におけるそれぞれのデジタル人材のイメージ（人材像、スキル等）について、事務局に

よる事前ヒアリングを通じて確認した結果、本協議会で主にターゲットとする人材像に関して双方で大きな

相違はなく、概ね一致していると想定。 

 そのうえで、本協議会では、ボリュームの多い中堅・中小企業等（ユーザー・ベンダー）を中心としつつ、タ

ーゲットとする各人材類型（類型 2～類型 5）に対応した育成等に向けたアクションを検討し、進めていくべ

きと考える。 
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⑵道内企業におけるデジタル人材ニーズの整理 

①調査結果 

 道内企業におけるデジタル人材ニーズに関して、ヒアリング調査から得られた結果を以下に記す。 

 

ⅰ．デジタル人材の現状における充足状況 

Tユーザー企業 

○A社 

➢ 人員は不足しており、充足度では 50% 

○B社 

➢ デジタル部門は専任が 1名で他は他所との兼務だが、現状で回せており不足は感じていない 

○C社 

➢ デジタル関連の専門部署と、各事業部に担当を設置している 

○D社 

➢ 基本的に新卒採用を維持し、社内でデジタルに明るい人材を選定し、育成する計画をしている 

○E社 

➢ IT関連の経歴者からの中途採用が多い 

➢ もう少し欲しいところ 

○F社 

➢ デジタル人材の育成・確保が課題となっている 

➢ 東京に関連人材専用の雇用受皿となる子会社を設立して、雇用条件含めて変革している 

○G社 

➢ 中途採用により少しずつ増員をしてきた 

○H社 

➢ 人員は不足しており補充を希望するが、全社的要因から優先はされない 

 

T企業 

○I社 

➢ 常に不足している 

➢ 特定のスキルというより全方位的に必要 

○J社 

➢ 全体的に不足している 

 

 

ⅱ．人材育成等の取組 

Tユーザー企業 

○A社 
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➢ DX推進に伴う勉強会を開催し、各部署から強制的に 1名と有志を参加させている 

➢ 外部の e-learning等のシステムを導入している 

➢ 基本的に本人のやる気次第 

○D社 

➢ 社内にて選定した社員を対象に、外部機関を用いた研修を検討している 

➢ RPAや Pythonなどの基本部分を習得させる予定 

○E社 

➢ 学ぶ場などの情報を集積し提供しており、本人が希望すれば参加できるようにしている 

○F社 

➢ 独自の教育カリキュラムを設置している 

➢ デジタル部門に配属になった社員は外部機関による 1か月の専門研修を受けることになっている 

○H社 

➢ 社内でのスキルスタンダード作成し、社内で養成する 

➢ 専門分野は外部専門機関への出向により育成 

 

IT企業 

○I社 

➢ 先端技術に関する勉強会・研究会がある 

➢ 有用な技術や情報は、動画として公開して展開している 

➢ 新卒採用者は約半年間毎日研修に参加することになっていて、そこでしっかりと基礎を身につけさ

せている 

○J社 

➢ 高度 IT技術に関する育成カリキュラムも作成しており、外部にも提供できる状況 

 

 

ⅲ．デジタル人材ニーズについて 

Tユーザー企業 

○A社 

➢ 実務経験のないスキルは無意味 

➢ 新卒は期待できない 

➢ IPA のスキル標準やシステムアーキテクト、データスペシャリスト、ネットワークスペシャリスト

程度の資格はもっていてほしい 

○B社 

➢ 人員の拡充については、本業側が不足しているため難しいが、セキュリティ部門では専門人材が欲

しいと感じている 

○C社 

➢ 高度な専門デジタル技術は求めておらず、最適なツールの選択や技術を扱える（使用できる）ことを

求めている 
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➢ 高度 IT技術は、自社より外注するのが最良と判断するが、仕様や要件定義は社内で必要 

➢ 欲を言えば、実績のあるデータサイエンティストや、コンサルティング、DX推進、高度 ITスキル

などの経験者がいると理想的 

○D社 

➢ デジタルツールを使いこなし、現場の省人化や効率化を生み出せることができ、新しい技術を取り

入れることや、新しいビジネスの活路を見出せること 

➢ 新卒については、デジタルスキル等が不足していても、早い段階で習熟できるので、あまり問題では

ないと思っている 

○E社 

➢ 特にスキル等は求めておらず、自社で育てることが前提 

➢ 業務内での課題を発見して、変えられることが重要 

➢ 知識だけではダメで、事業構想ができることや環境適応力、業務の掛け算ができる 

○F社 

➢ 座学の教育による知識だけをもっていても意味がない 

➢ 課題となる現場をいかに理解して、改善点を発見できるか、仮説を立てられるかが重要 

○G社 

➢ そこまで大がかりな体制が必要かは疑問 

○H社 

➢ プロジェクトマネジメントができることが望ましい 

➢ 高度 IT関連については、特別にこれをというものはないが、何か 1つ習得していることが望ましい 

➢ 基本的にある程度情報系スキルを有する中途採用を希望 

 

T企業 

○I社 

➢ 新卒採用に力をいれているが、あまり求めているものはない 

➢ 情報系を出ていることや、プログラミングの経験は選定の理由になっても必須とは思っていない 

➢ 中途で採用するのに、あえてスキルとして出すのであれば、AIや３Dモデルが作れること、リーダ

ークラスでプロジェクトを引っ張れる人 

○J社 

➢ 基本的なデジタル知識を持っていること 

➢ サービス化して収益モデルを構築するなど、ビジネスの視点 

 

 

ⅳ．デジタル人材確保の課題 

Tユーザー企業 

○A社 

➢ デジタル部門には自主的に勉強をしてきた既存人員などが配属されているが、専門知識がない 

➢ 実際に（デジタル部門に）所属していても、実際の経験（アーキテクト等）がない人材は入替が必要 
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➢ 基本的には経験者を中途で採用することが望ましい 

➢ 都内の企業などが札幌での採用を広げていることなどから給与面が劣り採用できない、離職につな

がる 

○B社 

➢ 基本的にデジタル関連の部署は、自社内では利益を生まないこと 

➢ 事業現場がわからないとシステムは構築できない 

○E社 

➢ デジタル人材と言われる人材が自社に欲しいか、と言われればほしいが、自社内では兼務となるこ

とや具体的に何を任せるか、という部分が不透明 

○F社 

➢ 国内の IT技術 ベルがひどく低下していることから、将来的にはグローバルな視点での事務所の開

設などもあり得る 

➢ 事業会社の内部を担当する IT人材という立場が、外部に知られていない 

➢ 雇用環境を外部と合わせる必要がある 

○G社 

➢ 利益を生み出す部署ではない 

 

T企業 

○I社 

➢ 学生に認知してもらうこと 

➢ 大学や高専とは接点を持ちたい 

○J社 

➢ （採用しても）デジタルスキルは高いのだが、失敗を極端に嫌い、実行する勇気がないというケース

が多い 
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②デジタル人材ニーズの分析 

 道内企業におけるデジタル人材ニーズに関して、得られた意見をもとに以下のように分析した。 

 WG第 1回会議などにおける議論では、「デジタル人材の育成・確保」については、対象者として新卒

者を中心とする内容が多かったが、道内企業へのヒアリングにおいては、中途採用・既存スタッフに対す

る要望も多く聞かれた。 

 また、道内企業側が求めるデジタル人材に求めるスキルについては、企業規模やデジタル化の取組レ

ベルとは関係がなく、「より高度な専門技術と実績を求める企業」と、「基礎知識を保有し、様々なデジタ

ルツールを使える ベルを求める企業」と大きく二極化した傾向が見受けられた。この要因としては、企

業側の欲する人材が、スペシャリストかスタッフかの違いであると想定される。 

 一方、ITユーザー企業、IT企業双方で、デジタル技術や知見を活かしながら、自社の事業で活用を推

進できる素養（ビジネス素養）を求める声は多く、デジタルに関する知見や技術と合わせたビジネス素養

の習得は、今後のニーズとして増加していくことが見込まれる。 

ⅰ．新卒者に対するニーズ 

 企業内にて教育や人材育成に関して積極的に取り組んでいる企業からは、あまり多くの要望は見受けられなか

ったが、全体として、デジタルに関する基本的な知見や技術（リテラシーレベル）を求める声は多かった。 

 一方、デジタルスキルを活用する上での、プロジェクト化や自社事業内の課題解決や、最適なツールの選択と

いった、「ビジネス素養」に関する意見が多く見られた。 

 これは、IT ユーザー企業各社にて進められている DX2の取組などから、事業の最適化や省人化等を進めてい

く中で、IT 企業等とのやり取りや、自社での SaaS3によるデジタルツール選択・導入が増加し、現場や部署単位

での検討等を進められる中で、小規模の部署内での推進や課題抽出、ツール類の選択ができる人材が不足して

いることが要因と想定される。本調査内で散見された意見だが、デジタル人材に求めるニーズとして「自社の事業

を理解していること」「部署内などでデジタルツールの活用を推進できること」といった、自社の事業に対応した形

での社内リテラシー向上をサポートする人材が求められることも、その要因と考えられる。 

 また、IT 企業側では、常時人材不足を感じていることがひとつの要因かもしれないが、特別なデジタル技術に

関する知識や技術を保有する者を求めるよりも、基礎的なデジタル知識を持った新卒者を、自社の教育カリキュ

ラム等で時間をかけても育成していく傾向が見受けられた。 

 

【該当人材に期待したいスキル（ニーズ概要）】 

Tユーザー企業 

 IT企業等と専門性のある会話が可能 

 高度 IT技術等の外注に伴う仕様や要件整理ができる 

 最適なデジタルツールが選択できる 

 事業構想やビジネスの視点がある 

 
2 Digital Trance Formation デジタル技術を活用した新たなビジネスプロセスや顧客体験を創造するこ

と 
3 Software as a Service ソフトウェアを利用者側に導入するのではなく、提供側で稼働させ、ネットワ

ークを介して利用できるサービス形態 
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 課題発見力やその改善に向けた提案力がある 

 好奇心や学ぶ姿勢がある 

 デジタル思考を様々な方面で活かせる 

 

T企業 

 基本的なデジタル知識を持っている 

 サービス化や収益性などのビジネス視点を持っている 

 実行力がある 

 プログラミングの経験は選定理由となっても必須ではない 

 プロジェクトを牽引できる 

 特定の分野のデジタルスキルを求めるということはない 

 学ぶ姿勢や意欲を継続できる 

 

ⅱ．中途採用者に対するニーズ 

 中途採用者には、高い専門性や広い分野での知見・経験を求める意見が多く、中途採用者に対する要求

水準は、特定分野でのスペシャリスト、もしくはデジタル領域における多分野での技術を有する高度人

材と相当に高い意見が複数見受けられた。 

このため、企業によっては、希望するデジタル人材像・ターゲット人材が特殊な経歴や経験保有者とな

ってしまい、応募者や該当者が現れず、採用が困難となっているケースは多いと推察される。 

このため、企業がデジタル化や DX の促進を目的にデジタル人材の獲得を図るのであれば、経営層が

デジタル技術を用いた自社の目指すあり方や目標をしっかりと定義し、自社に必要なデジタル人材像の

要件を明確化し、適切な求人条件への見直しを行うことが重要となるであろう。 

 

【該当人材に期待したいスキル（ニーズ概要）】 

Tユーザー企業 

 特定の高度 IT技術分野で、専門担当として任せられるレベル 

 実務経験のないスキルは意味がない 

 自社や同業等での現場に対する理解や経験が必要 

 IPA のスキル標準やシステムアーキテクト、データスペシャリスト、ネットワークスペシャリスト程度の資格は

もっていてほしい 

 

T企業 

 プロジェクトや開発の牽引が出来るマネジメント力 

 自社プロダクトをしっかりとした知識を持って営業できる 

 自社プロダクトをサービス化できる 

 システム開発経験がある 
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ⅲ．既存スタッフに対するニーズ 

 ITユーザー企業における既存スタッフに対する評価は、「デジタルに関する知見・技術を持ち合わせて

いない人材」とする意見が多かった。実際、業務改善を目的に新規で導入したデジタルツール類の活用に

ついて、「触らない」「使わない」「業務のやり方を変えない」といった難題を経験している企業も多く、

新卒者など「若者」が「既存の中高年」に有用性を教えることを望む声もあった。 

 このため、既存スタッフを対象とした「デジタルリテラシー」の向上は、とりわけ道内 ITユーザー企

業における一つの課題と認識され始めており、全社員に「ITパスポート（IPA）」の取得など、デジタル

領域におけるリテラシー教育や育成を検討する傾向が増加しつつあると推察される。 

 

【該当人材に期待したいスキル（ニーズ概要）】 

Tユーザー企業 

 ITパスポートの習得やそのレベルは必要 

 IT企業とのやり取り時に、意思疎通できるレベルでの知見 

 一部従業員に RPAや Pythonなどの基本部分を習得 
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○企業ニーズとカリキュラムの適合性 

 「リテラシー ベル」「応用基礎 ベル」双方のモデルカリキュラムからは、道内企業から求める声の

あったビジネス知識やスキルといった「ビジネス素養」に資する講義は少なく、協議会参画校からの回答

からは、こうした講座も基本的には選択性となっており、履修が促されるような要素は特段なかった。 

 

 

図表 数理・データサイエンス・AIモデルカリキュラムリテラシーレベル 

 

応用基礎レベル 

 

 

出所：数理・データサイエンス・AI教育強化拠点コンソーシアム モデルカリキュラム 
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○輩出人材数と今後の見込み 

 協議会参画校から、前述の質問紙調査（３．⑵）にて、認定を受けた「数理・データサイエンス・AI教

育プログラム」を履修し輩出された人数について確認した。 

 

 回答校によっては「応用基礎レベル」の認定を受けていないため、以下では「リテラシーレベル」での

算出を行った。輩出人数としての算出は、質問票に回答された、各年の履修対象者卒業者人数、もしくは、

その定員数を足し上げた。 

 なお、回答校の「リテラシーレベル」カリキュラムについては、基本的には 1年次の必修としており、

特別な事情がない限り、確実に習得されるものとなっている。 

 

 同様に、前述のとおり道内での認定校は増加傾向にあることから、新規認定校の履修定員数から数年

後（2030年前後）に輩出が見込まれる輩出者数を合わせて算出した。なお、この時期の設定は、今回算

出した高等教育機関にて提供される、認定プログラム（各校により認定時期が異なる）を履修した学生が

確実に輩出/卒業するまでの在学期間を鑑みたものである。 

 また、参考までに対象となる輩出者の出身地について、北海道内出身者の比率を記載した。回答校の総

計で見ると、約半分が道内出身者となっている。 

 

 

図表 道内高等教育機関におけるデジタル人材輩出人数の実績と今後の見込み 
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②輩出人材の進路 

 協議会参画校から、「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」を履修し輩出された人材について、

その進路について確認した。 

 下記に示す「道内高等教育機関輩出者進路構成比」は、前述の質問紙調査（３．⑵）にて回答を得た実

数を足し上げ、その構成比を出したものである。なお、調査の時期から 2023年の進学に関する結果は未

確定となっている。 

 この構成比をみると、全体のおよそ 1/4が進学し、道内への就職は、全体の約 2割となっている。 

 

図表 道内高等教育機関輩出者進路構成比 

 

 

 

 進学等を除して就職者のみを抽出し、その就職先の道内・道外比を算出した構成比を以下に記す。 

 就職者のうち、約 3割が道内への就職となっている。 

 

図表 道内高等教育機関輩出者の道内外就職比 
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③道内高等教育機関から輩出されるデジタル人材イメージの分析 

 道内高等教育機関における育成デジタル人材のイメージについて、ヒアリングを実施した協議会参画

教育機関へのヒアリング調査等の結果から以下のように分析した。 

  

ⅰ．道内高等教育機関から輩出されるデジタル人材 

 道内における高等教育機関において、数理・データサイエンス・AI 教育プログラムのリテラシーレベ

ル認定校は協議会参画校においても 5校（2021年）から 13校（2023年）へ増加傾向にあり、デジタル

人材の育成に資するカリキュラム・プログラムの提供校数は充実してきていると捉えられる。 

 こうした状況から、今後の各高等教育機関からの多くの新卒輩出者は、デジタル領域におけるリテラ

シーが定着していく、教育標準的に理解していくことが推察され、さらに今後、より多くのデジタル人材

が輩出されることが見込まれる。 

 また、工学・情報系に限らず、様々な分野を対象とした応用基礎レベル認定校もあることから、多様な

専門分野で有効なデジタル活用を見出せる人材の輩出も進むことが見込まれる。これらの応用基礎レベ

ルでの認定校における取組は先行事例として理工系以外での道内高等教育機関が参考としたり、認定済

校と連携したりすること等により、より多くの道内高等教育機関での応用基礎レベルの認定取得が望ま

しい。応用基礎レベル認定校を増やすことで、より多くの専門分野から、より高度なデジタルスキルの習

得した人材が輩出されることが見込めるであろう。 

 一方、応用基礎 ベル履修学生について、情報系を専攻している場合は、データサイエンティストや、

エンジニア、デザインといったデジタル領域の専門性を選択して習得していくカリキュラムとなってい

るが、そのほかの部門、例えば薬学などを専攻している場合、薬学を専攻していく上で有用となるデータ

分析や AI等デジタル技術の活用方法の習得に資するカリキュラムとなっているため、その専攻する内容

に応じたデジタル知識や技術の習得につながると捉えられる。いわば、応用基礎レベルは、より専門性を

もった業界・社会にデジタル人材として輩出され、その社会・ビジネスにおいて、先端の IT技術を活用

できる人材の育成に寄与するものと考えられる。 

  

 

ⅱ．数理・データサイエンス・AI教育プログラムの履修生の進路 

 本調査にて確認できた、数理・データサイエンス・AI 教育プログラムの履修生の進路について、質問

票の回答のあった協議会参画校 13校における卒業生全体に占める道内への就職率は約 2割であり、就職

者全体に占める就職率では約 3割程度であった。 

 この結果からは、道内高等教育機関から輩出されるデジタル人材の約 7 割が就職時に道外へ流出して

しまっていることを示している。 

 基本的に卒業生の就職先の選定は自由であることが前提ではあるが、こうした調査結果の要因の 1 つ

として、道内企業が道外企業に比べて、道内から輩出されるデジタル人材の獲得に向けた対応や動きに

不十分な点が見られることがあげられる。実際、学生の道内への就職希望状況が、就職活動を開始する前

と比べて就職活動を開始した時点で大きく減少するとの意見や、学生の就職を支援する部署に道外企業
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から多くの求人情報が来るタイミングでは道内企業からの情報は来ておらず、学生が就職活動を開始し

て、一部内定が出てきている頃にやっと一部求人情報が届くなどの意見があった。 

 このほかに、道内企業については、道外企業に比べて、道内から輩出されるデジタル人材が習得してき

た知識や技術を活かせる事業や、職場環境でデジタル化・DX関連業務を展開する企業自体もまだ多くな

いこと、企業の事業内容や魅力を含めた認知度・存在感が少ないことも要因といえる。特に、前述のとお

り道内高等教育機関への進学者の約半数が道外出身者であることから、在学生からすると北海道の企業

は馴染みのないことも大いに想定される。 

 

 

ⅲ．輩出人材の活躍を推進する上での課題 

○道内企業の一層のデジタル化・DXの推進 

 輩出されるデジタル人材が雇用され、活躍できる環境を生み出すためには、道内企業のデジタル化・

DXの促進が不可欠である。中小零細企業の多い北海道においては、事業環境のデジタル化や事業そのも

のの変更を推進できる適材人材の不足、アナログ業務を起因とする業務処理時間の超過などから、取り

組む時間が取れないといった企業側の課題も想定される。 

 そのため、道内企業を対象にした、企業のデジタル化・DX を支援する取組を一層推進するとともに、

道内企業の認知拡大を目的に、デジタル化・DXを推進したい道内企業を教材とした、学生向けの教育プ

ログラムの構築などは、双方にとって有意なカリキュラムとして期待される。 

 

○既存道内企業に勤める社会人へのリカレント教育の推進 

 道内企業のデジタル化・DXの推進には、企業内部でのデジタルに関する知識や理解等が不可欠であり、

各種調査等によれば実際に道内企業内で不足している状況にある。 

 このため、企業内でのデジタル化・DXの推進人材をリカレント教育等の拡充等で推進することは、輩

出デジタル人材の採用なども期待ができ望ましい。一方、デジタル領域での研修などは、道内では既存の

ものとして、例えば DEOS（(株)北海道ソフトウェア技術開発機構）による高度 IT技術者育成に向けた

研修などがあるが、デジタルの入り口レベルとしては少々難解となっており、IPA の資格として「IT パ

スポート」習得レベル程度が望ましいと考えられる。 

 そのため、既存の高等教育機関で提供している「リテラシー ベル」を社会人向けに再編し提供するな

どが理想的であろう。 

 本調査にて、協議会に参画する高等教育機関で提供されているリカレント教育についても調査票で確

認したところ、デジタル分野については講演会や市民講座などがあるものの、学生を対象とする体系立

てられた講座として提供されているものは限られていた。一方、他分野については、関連分野の最新動向

に関する解説等、複数の座学があり、デジタル分野においても同様に情報更新の場などが提供されるこ

とが望ましい。 

 

○スタートアップ等への支援 

 高度デジタル技術の実装に向けて、過渡期である昨今は、輩出人材の受け入れ先や、自らの選択として

スタートアップも想定される。 
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 デジタル人材の道内での確保や、道外への放出を減少させるという意味合いでは、学生による起業に

向けたサポートや、既存スタートアップの成長支援等により人材雇用力を持たせることなどを支援して

いく必要があるであろう。 

 

○人材獲得活動の活性化 

 道内企業の多くが、人材の不足やそもそもなかなか人材獲得ができないことを課題としているが、道

内企業の人材獲得に向けた活動における時期が適切でないことや、獲得に向けて十分な広報や投資が出

来ていないこと、日ごろから教育機関と接点を持っていないことなどが大きな要因といえる。 

 道外企業の多くが自地域以外にも先行して積極的な採用活動を始める中、道内企業は多くの学生の就

職活動終了直前の最後尾でやっと動き出す状況も見られる。これは、道外企業と競争しても比較優位に

立つことが難しいと考えて、内定獲得が少ない学生にアプローチしていく方策であるかもしれないが、

優秀なデジタル人材の獲得に向けては、道外企業と遜色ない採用活動の活性化やスケジュールの見直し

は必須であろう。 
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⑷道内企業のデジタル人材ニーズと輩出されるデジタル人材イメージの整合性 

本調査から明らかとなった「デジタル人材」について、その道内企業側のニーズと高等教育機関からの

輩出者イメージについて照らし合わせた。 

 

○企業におけるデジタル人材ニーズ 

 道内企業におけるデジタル人材のニーズとして、新卒人材については、基本的なデジタルに関する知

識を持つことが求められており、特別高度なデジタル技術を求めている意見は見受けられなかった。 

 一方、姿勢として業務等への前向きな取組姿勢などが求められる中で、技術や知識だけではなく、ビジ

ネスとして事業内でどのように活かすのか、どのように収益化させるのかといった、企業が事業として

行っている現場やプロセス・事業上の課題を見出すことが求められており、単純なデジタル技術や知識

よりも、活用や運用といった実装面を求める傾向があった。 

 

 

○輩出されるデジタル人材イメージ 

 協議会参画校から輩出されるデジタル人材は、デジタル分野で既存では確実なリテラシーを保有して

おり、デジタル分野に関する交渉等でのやり取りや、導入されたシステム・アプリ等の操作対応など、デ

ジタル技術の理解・活用は十分にできることが想定される。 

応用基礎レベルについては、専門分野におけるデジタル技術の適用や分析などがカリキュラム化され

ており、専門性の高い業種などにおいても、各分野での専門性を活かせるカリキュラムが提供されてい

ることから、専攻分野を活かした、デジタル分野での高度な知識・技術を活かせる人材も増加してきてい

ると考えられる。 
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○人材イメージの整合性 

 前述の「道内企業におけるデジタル人材ニーズ」と「輩出されるデジタル人材イメージ」より、協議会

WG 会議にて想定されたデジタル人材のターゲティングについて、概ね仮説のとおりであることが確認

された。 

 企業側のニーズは、仮説で示す「類型２」「類型３もしくは４」に集約されており、その該当人材とし

て「類型２」は「リテラシーレベル」で育成される人材像と設定して妥当であった。「類型３もしくは４」

については一部の「応用基礎レベル」で育成される人材像が該当するとするのが妥当であるが、前述のと

おり、応用基礎レベルは、履修者が同様のカリキュラムを経ているものではないため、一概とは言えない

点に留意する必要がある。 

特に、企業におけるデジタル化・DX を推進するに至るには、「ビジネス素養」という点において、企

業の内部実態や、プロセスなどを理解できる経験が求められることから、前述の「４．⑶」で触れた「企

業ニーズとカリキュラムの適合性」の現状を勘案すると、リテラシーレベル・応用基礎 ベルの履修者に

対してそのような経験を積めるカリキュラムの強化や追加が望ましいと考えられる。 

一方、企業側が中途採用で求める人材像では「類型４から５」および、その実績を、既存スタッフには

「類型２」レベルまでの向上を求める傾向が見られた。 

中途採用については、実際にそのレベルの人材が必要となるのかの整理や、既存スタッフを対象にした

教育機会等が求められるであろう。 

 

 

図表 【再掲】協議会におけるデジタル人材のターゲティング（仮説） 

 

出所：北海道デジタル人材育成推進協議会 WG第 1回会議事務局資料 
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５．道内におけるデジタル人材の育成・確保の取組を着実に進めるための課題 

⑴デジタル人材育成機能の強化 

 前述の「４．⑷」で示した通り、協議会参画校において提供されて る「数理・データサイエンス・AI

教育プログラム」のカリキュラムでは、産業界側のニーズである、ビジネス素養に資する育成プログラム

が不足していると考えられる。 

 実際に、ヒアリングの中でも、学生も座学等の知識だけでは、企業が事業としてどのように活用してい

るのかわからない、社会でどのように活かされているかわからないと知識に実感が伴わないといった意

見もあった。 

 

 ビジネス素養の育成カリキュラムとしては、一般にPBLが挙げられるため、本調査にて質問票により、

数理・データサイエンス・AI 教育プログラムや情報系科目における PBL の実施状況について確認をし

た。 

 その結果、回答を得た 13 校中 7校で PBL が実施されており、うち 5校ではビジネス素養の観点での

カリキュラムとしていた。一方、6校については PBL自体を実施しておらず、高等教育機関における PBL

の採用状況や実施上の課題も見える結果となった。 

 

 PBL 実施の課題としては、教材となるデータや協力企業探しなど、高等教育機関側での準備や対応が

困難であることが想定され、実際、PBL を提供している高等教育機関では、教員の属人的な伝手や民間

企業との接点等から外部協力を得て実施しており、新たに着任した教員については、地場の企業等との

接点がないため実現が難しいなどの課題も出されている。 

 こうした実情から、民間企業等における実務家を教員として招く取組や、活用できる教材の共有など

をより進めていくことが重要である。 

 

 また、企業側において、IT 企業などでは、より専門性を高めることを目的とした教育プログラムの構

築など専門人材の育成を図る一方、IT ユーザー企業においても、デジタル人材の不足から、人材の新規

獲得に限らず社内人材の育成を目指す動きも見受けられた。 

 特に IT ユーザー企業側のニーズとしては、自社で高度 IT 技術を伴うシステム構築などは行わないた

め、人材に求めるスキルとしては、専門性の高 デジタル技術を求めているケースは多くなく、そのよう

な依頼をする上での適切な仕様構築や業者間でのやり取り、社内でのデジタルツール活用の促進などの

役割を求めていると考えられる。 

さらに、企業へのヒアリングでは、道内企業での社員層の厚い既存従業員層については、デジタルリテ

ラシーの欠如・不足が課題とされており、社内全体のリテラシー ベルの向上が急務となされていた。こ

れに対して企業側では、全社員への IPAの「ITパスポート」取得などを目標として設定するなど、対策

を進めている企業も見られた。 

 

 このように、道内企業を対象とした、デジタル分野でのリカレント教育に関するニーズを掘り起こせ

ると考えられるが、その需要は応用基礎レベルのような、高度 IT技術に関する内容など専門性の高い分
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６．道内デジタル人材の育成・確保方策（素案） 

⑴デジタル人材育成機能の強化 

①カリキュラムの強化、実務家教員の活用 

 道内企業のデジタル人材ニーズと、道内高等教育機関から輩出される人材像の比較において、道内高

等教育機関におけるデジタル人材の育成・教育展開として、ビジネス素養に関するカリキュラム強化が

有効という方向性が見えた。 

その一方で、「デジタル関連分野」等を担当する教員陣がビジネス現場・実務に関する教育もあわせて

担うことは実態として大変難しいと考えられる。このため、ビジネスの最前線で事業活動を担う民間企

業の方々が実務家教員としてデジタル人材の育成・教育に積極的に携わり、ビジネスにおける最新のデ

ジタル活用動向やビジネス素養について講義いただく動きを広めていくことが重要となるだろう。 

 

 

○推進に向けて考えられる方策 

➢ 産業界及び高等教育機関の一層の連携強化 

道内の産業界・高等教育機関間の連携を一層強化し、教育の場や機会として、教材となりうる情報デー

タの取得を増やすための対応を進めるべきである。 

 

  高等教育機関で習得したデジタル知識・技術等について、実際にビジネスの場でどのように活用

しているのか・活用されるかなどの「現場」での活用事例について学生が学ぶ機会を増やすことで、

よりビジネスにおけるデジタルの活用について知見を深めることが出来るであろう。 

  例えば、札幌 AI道場（札幌市事業）では、AI人材の育成、地域企業間の協業等を目的に、企業か

らの課題公募等により募集し、学生等に対する実企業の実データを教材とした AI開発体験の場とし

て PBLを提供している。これは、行政が産業界・高等教育機関の間を取り持って産学官連携による

コンソーシアムとして双方の連携強化を図り、学生等に教育機会の提供を行った事例と捉えられる。 

こうした事例のように、AIに限らず、実企業のデータ形式などに触れ、そこからビジネスでどの

ようにデジタルを活用できるか検討できる機会を産学官の連携等を通じて構築することは、デジタ

ルを活用する教育の機会として有意であろう。 

   

 

➢ 道内企業等における実務家を積極的に活用したカリキュラムの強化 

産業界との連携を通じて、道内情報系企業や先進的に DX を推進する企業等の経営層などを「実務家」

講師として招き、PBL の場を増やすなどビジネス素養の育成に資するカリキュラムの構築を図るべきで

ある。 

 

  協議会は 2023 年度、上記に資する取組として、道内大学からの実務家教員活用ニーズを起点に、

実務家教員対応を希望する企業とのマッチングを 2大学・複数講義に関して実施した。 
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 本マッチングに向けては、道内大学と道内産業界が認識合わせをする機会を必ず設けたことから、

双方のつながりや理解を深める効果もあったと考えられる。 

こうした取組で実務家教員の活躍の場を設け、カリキュラムの強化を図ることが有意だろう。 

 

 

➢ 効果的な PBL実施に向けて、道内高等教育機関の教員を対象としたファシリテータ研修の実施 

教育陣へのファシリテートなどのスキル習得ができる研修等の実施および取組支援をすることも重要で

あろう。 

 

 PBL の実施には、実施環境や状況に応じた適切なファシリテートやメンターの参画が重要と言わ

れ、その内容により学習効果は変わるとされる。そのため、ビジネス素養に資する効果的な PBLの

実施を促し、多くの高等教育機関で実施するための支援策の一つとなり得るであろう。 

 

 

➢ 高等教育機関間における教員連携（情報系以外の他学部等） 

各高等教育機関に所属する、様々な専門性を持つ教員を、高等教育機関間で連携することにより、新た

な教育環境が構築できることも想定される。 

 

 文理融合ではないが、理系・文系に限らず、教員それぞれの専門性を活かし、単位交換制に囚われ

ずに学生が受講できる環境を構築することで、カリキュラムや教員の不足を補うことも可能であろ

う。 

理系学部を対象にビジネス素養に資するカリキュラムを設定する際に、経済学部や商学部といっ

た、ビジネスを専門とする教員と連携した講座を設定することも、より専門性や具体性のある教育

環境の構築が図れることが想定される。特に総合系ではない高等教育機関においては、自機関でカ

リキュラム化が困難なカテゴリを補えるであろう。 

 例えば、電子工学などを専攻する学生を対象に、マーケティングや公共政策などを学ぶ機会を創

出することも想定される。 

 

 

➢ 講演データのデマンド配信やアーカイブ化による共有 

PBL 等の講演・講義の収録によるデマンド配信や、クラウド上でダウンロードできる環境整備など、道内

高等教育機関内で連携して、共通で利用できる教育ツールとする環境の構築が望ましい。 

 

 実務家による講演や PBL に用いる実データを活用した講義などは、道内の地域によっては、地元

のみでは十分な機会創出や、年度により実現できないことなどが発生する可能性がある。 

 そのため、複数の高等教育機関での実施内容等をデマンドでの配信や、講義内で教材の一部とし

て活用できる素材としてダウンロードできるような環境の構築が望ましい。 

このうち、PBL に関する動画につ ては、前述のファシリテータ研修等を鑑みて、教員を対象と
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した撮影・配信がより効果的と考える。 

なお、協議会は 2023年度において、北海道大学（数理データサイエンス教育研究センター）から

の実務家教員による講義動画コンテンツ（サイバーセキュリティ・コンプライアンス等の分野）の制

作要望に対応。具体的には、同大学における講義の補助教材としての活用のほか、協議会参画の高等

教育機関も利用できる汎用的な講義動画コンテンツの制作に向けて、協議会参画の産業界の協力の

もとで制作対応できる民間企業を募集し、北海道大学と個別面談の上で対応企業を選定の上で今後、

制作する運びとなっている。 

 

 

②リカレント教育の推進 

 ⅰ．リカレント教育の拡充 

 道内企業にデジタル人材を雇用した際の配属など活用の場を確認したところ、多くの企業で社内イン

フラ、DX推進、業務のデジタル化、対外的なデジタルを用いたビジネスモデルの構築など、多岐にわた

るデジタル関連部門を網羅した業務を求める傾向にあり、多岐にわたる適材人材が不足している現状が

伺えるが、その一方で、「デジタル人材」に対する過度な期待や業務領域を担当させようとする傾向も見

受けられ、経営陣が自社内でのデジタル領域での実務について理解が及んでいない様子が見受けられる

企業も見られた。 

 また、各企業において、既存人材におけるデジタル知識やリテラシーを課題としており、その人材に対

する育成や学習環境の提供などは、企業により対応が様々であったが、積極的に対応の検討をはじめる

企業が現れ始めている。 

今後、数理・データサイエンス・AI 教育プログラム「リテラシーレベル」を履修した学生が数多くビ

ジネスの現場に入ってくることを考えると、企業で現に活躍する既存人材のデジタルリテラシー向上等

は欠かせず、リカレント教育などはその有効な手段となるだろう。 

  

 

○推進に向けて考えられる方策 

➢ 「リテラシー ベル」プログラムの活用 

「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム」のリテラシーレベルにおけるプログラムは、既存人材のデ

ジタル関連分野における知識等レベル向上の観点から社会人を対象としても有益であろう。 

 

 道内企業における既存人材のデジタルリテラシー不足は、将来的に輩出されるデジタル人材が雇

用された際に大きな障害となりうることや、道内企業自体の DX 等の推進への影響要因となりかね

ない。そのため、すでに構築されている「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」のリテラ

シー ベルプログラムを社会人向けに提供することが検討できるであろう。 

 また、新卒採用社員と既存社員とのデジタル関連分野における知識等レベルの目線があう点でも、

採用時の受け入れ環境という点でも有意である。 

 そして、昨今輩出されている「デジタル人材」についても、5 年、10 年経過することで社会にお
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けるデジタル環境も大きく変容していることも想定されるため、最新の情報取得を目的とした「学

びなおし」の機会が求められるであろう。 

 提供方法については、夜間、短期集中、既存授業の聴講生解放、出前授業、E-learning など、い

くつか検討ができる。 

 道外大手企業においては、民間の E-learningシステムを提供する企業と連携し、福利厚生の一環

として、デジタル分野に限らず、様々な教育プログラムを受講できる環境を提供している例もある。

こうした取組により、自学自習となるが社員は隙間時間を活用したリスキリングを促すことが見込

める。 

 

 

➢ 経営層を対象としたプログラムの検討 

DX リテラシー標準までを軸とした「デジタル」の活用や種類、人材類型といった、デジタル人材活用に必

要な環境や事例等を知る機会を、経営層を対象に構築すべきである。 

 

 デジタル人材に対する過度な期待や業務範囲設定は、経営層のデジタル分野への理解や知識の不

足が要因の一つである。また、DXの推進には、経営陣の理解や推進、プロジェクト参画が必須であ

ることなどから、道内企業における、道内から輩出されるデジタル人材の雇用創出や、適正な活用を

促すためには、経営層を対象としたデジタルリテラシーや DX リテラシーを自らの職務として活か

すことを目的としたプログラムが必要であろう。 

高等教育機関においては、ビジネススクールや MBA に絡め、デジタル領域でのリカレント教育

カリキュラムの構築や追加を検討すべきであろう。 

 また、受講生を対象としたコミュニティーを構築することで、高等教育機関と経済界とのつなが

りの強化や、学生向けの PBL対象先の増加なども期待できる。 

  

 

ⅱ．道内企業全体のデジタルリテラシーの強化 

 前述したリカレント教育の拡充とともに、道内企業に対して、デジタル化の進む近年の社会において

は企業全体でのデジタルリテラシーの向上が不可欠であることを示していく必要がある。 

高等教育機関におけるデジタルに係る教育水準の変化とともに、デジタル関連知識・技術を活用できる

ことが「当たり前」となっていくことは自明であり、世代によるその格差解消に向けて早期に対処してい

かなくては、自社の競争力や人材獲得力において、他地域や先進的に取り組む企業から引き離されるこ

ととなってしまう。 

このため、地域の高等教育機関で提供されるリカレント教育プログラムを活用するなど、企業内でのデ

ジタルリテラシー向上を企業自らが図る動きを生み出すことが重要である。一方で、このようなリカレ

ントや研修については、現社員の業務外での自主性に任せる企業も多く、企業として「学び」を推奨し実

施していく環境の構築も必要であろう。 
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○推進に向けて考えられる方策 

➢ 産学官での呼びかけによる認識拡大 

デジタルリテラシーやDXリテラシーの向上の必要性について、道内での呼びかけやその向上にリカレン

ト教育が効果的であることなどの認知拡大を図る機会創出が重要である。 

 

 本国では、毎年 2月 1日から 3月 18日までを「サイバーセキュリティ月間」として、官民連携に

よる普及啓発活動がされている。デジタル技術の普及・社会実装の拡大は、適切な利用・運用を促す

ためにも、同様に広くデジタルリテラシーの向上に向けた呼びかけが不可欠である。文部科学省で

は、「国民のデジタルリテラシー向上事業」を展開しているが、そのような取組との連携が望まし 。 

 デジタルリテラシーの欠如は、日ごろからデジタル技術を活用していても、外部から指摘や利用

上の支障等がないと自覚しにくいことや、特に中高年などビジネスの中核を担う層が問題となって

いることから、積極的な意識づけが必要であろう。 

例えば、「北海道デジタルリテラシー向上月間」のように広く呼び掛けることで、企業においても

その必要性や取組の強化が期待できる。 

デジタルリテラシーの啓蒙として、昨今ではスマートフォンによる決済の普及から不正利用が増

加しており、電子決済サービスを提供する複数社で被害防止への取組を始めている例がある。 

 

 

➢ サイバーセキュリティを含めた連携 

デジタル・DXに係るリテラシー向上を恒常的に道内企業へ呼びかけていくにあたっては、近年のサイバ

ー犯罪への対応を含めたサイバーセキュリティへの対策も欠かせない。 

 

 サイバーセキュティ分野も絡めることで、多くの関係機関（例：北海道地域情報セキュリティ連

絡会（略称HAISL）／事務局：総務省北海道総合通信局、経済産業省北海道経済産業局、北海道

警察本部）を巻き込んだ呼びかけが可能になると考えられる。 

また、前述の「実務家教員による講義動画コンテンツ（サイバーセキュリティ・コンプライアン

ス等の分野）」（制作中）を共有・活用していくこともひとつの手法として検討しうるだろう。 
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⑵道内から輩出されるデジタル人材の道内企業への就職促進 

ⅰ．道内企業への就職促進 

本調査事業からは、協議会に参画する高等教育機関から輩出されるデジタル人材の道内就職は約 3 割

で道外就職は約 7 割という傾向が近年続いているというデータが得られた。このデータの背景のひとつ

として、進学を機に道外から道内へ移って学生時代を過ごし、就職により道外の都市部や道外の出身先

へ移る人が相当数いることが考えられるが、道内高等教育機関で学んだデジタル関連知識・技術等を道

内企業等で発揮して道内活性化に貢献してほしいと思う関係者は少なくないだろう。 

 

こうした新卒者への対応として、協議会では、道内企業の認知度向上を目的に、企業・経営者・教員・

学生との接点づくりとして、「ほっかいどうデジタル人材【つなぐ】就職促進パッケージ」を企画した。  

 

本パッケージは、次の 3つで構成される。 

①教員向け合同企業説明会「教員×学生」 

②実践的インターンシップ「学生×仕事」 

③焚火トーク「学生×経営者」 

 

○学生における道内企業の認知度向上策 

上記 3 つの取組は、他団体等が多数行って る就職促進の取組がリーチしていない対象・領域にアプ

ローチする試みとして、2023 年度から 2024 年度にかけてモデル実施していくこととなっている。パッ

ケージの各取組については、モデル実施を経て継続的な実施がなされ、道内企業が道内から輩出される

優秀なデジタル人材を獲得する一助となっていくことが期待される。 

 

○道外放出人材へのアプロ―チ 

道内企業に対するヒアリングでは、中途採用者にデジタル人材としての過大な業務展開を期待する声

が多く聞かれた。 

そのような人材獲得への要望に対して、一例として、様々な事情から道内へ拠点を移して（戻して）道

内での活躍の場を求めるデジタル人材に対して、道内でデジタル化・DX に積極的に取り組む企業が PR

する機会等を創出するなど、道内へのUIJターン希望者へアプローチする取組などが考えられる。 

中途採用というニーズの中には、実務経験を求める声も見られたが、若年層を対象に「リスキリングを

通じたキャリアアップ支援事業（経済産業省）」などを活用し、道内への UIJターン検討に合わせたデジ

タル分野での教育ニーズなどが顕在化されることも期待される。 

 

 

ⅱ．輩出されるデジタル人材の新たな受け皿の確保 

道内企業に対するヒアリングでは、デジタル人材が活躍できる事業やデジタルを活用する職場環境を

展開する道内企業そのものが少ないのではないかという指摘もあった。このため、デジタル人材の受け
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皿となり得るスタートアップ等、先進的なデジタル知識・技術を生かした企業の増加・成長促進を図るた

めの方策を進めていくことも一案である。 

そのため、北海道・札幌市・北海道経済産業局が進めるスタートアップエコシステム「STARTUP 

HOKKAIDO」や、北海道大学「スタートアップ創出本部」等との連携による、スタートアップでの人材

需要や募集の集約を行うなど、デジタル人材の募集状況などを学生に提供していくとともに、道内企業

においても、その事業のデジタル化・DXの推進を図っていく必要があるであろう。 

道内企業については、全国に比べ、デジタル化・DXへの取組が遅れているとされることから、実際に

デジタル人材を、その目的で専任として雇用することは困難であろう。そのため、輩出されるデジタル人

材が、どのように活躍できるのか、求人する企業からその求人カテゴリの分類や、その企業自体のデジタ

ル化の取組状況などから、客観的に「習得したデジタル知見が活かせるか」など評価し選択できる仕組み

などが重要であろう。 

 

 

 

 

 

  



36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

巻末資料 
 

  



37 

質問票一式 
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